
 

 
第第22節節  ⼒⼒強強くく持持続続可可能能なな農農業業構構造造のの実実現現にに向向けけたた担担いい⼿⼿のの育育成成・・確確

保保  
 
 5 
農業者の減少・⾼齢化等に直⾯している我が国の農業が、成⻑産業として持続的に発展

していくためには、効率的かつ安定的な農業経営を⽬指す担い⼿の育成・確保が必要です。 
本節では、農業経営体の動向、認定農業者制度や法⼈化、家族経営⽀援のほか、経営継

承・新規就農、⼥性が活躍できる環境整備等の取組について紹介します。 
 10 

((11))  農農業業経経営営体体等等のの動動向向  
((農農業業経経営営体体数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  

農業経営体数については減少傾向で推移しており、令和5(2023)年は前年に⽐べ4.7%減
少し92万9千経営体となりました(図図表表33--22--11)。 

このうち個⼈経営体は前年に⽐べ5.0%減少し88万9千経営体(全体の95.6%)となった⼀15 
⽅、団体経営体は前年に⽐べ1.5％増加し4万1千経営体(全体の4.4％)となっています。 

なお、個⼈経営体のうち、主業経営体は19万1千経営体、準主業経営体は11万6千経営体、
副業的経営体は58万2千経営体となっています。 
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((基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数はは約約2200年年間間でで半半減減))  
基幹的農業従事者1数は約20年間で半減しており、平成12(2000)年の240万⼈から令和

5(2023)年は116万4千⼈にまで減少しています(図図表表33--22--22)。このうち49歳以下の基幹的農
 

1 特集第2節を参照 

図表3-2-1 農業経営体数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年の個⼈経営体については販売農家の数値、団体経営体については農家以外の農業事業体及び農業サービス事業体の数
値を合計したもの。平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 

3) 主業経営体…65歳未満の世帯員(年60⽇以上⾃営農業に従事)がいる農業所得が主の個⼈経営体 
準主業経営体…65歳未満の世帯員(同上)がいる農外所得が主の個⼈経営体 
副業的経営体…65歳未満の世帯員(同上)がいない個⼈経営体 

4) 令和3(2021)、4(2022)、5(2023)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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((農農業業法法⼈⼈のの⼤⼤規規模模化化がが進進展展))  
農業経営の法⼈化には、経営管理の⾼度

化や安定的な雇⽤、円滑な経営継承、雇⽤
による就農機会の拡⼤等の利点があります。
令和5(2023)年の法⼈経営体数は前年から5 
2.5%増加し3万3千経営体となりました(図図
表表33--22--44)。農業⽣産に占める法⼈経営体等
の団体経営体のシェアは年々拡⼤しており、
令和2(2020)年は農産物販売⾦額の37.9%、
経営耕地⾯積の23.4%を占めています。 10 

都府県における経営耕地⾯積規模別の経
営体数については、平成12(2000)年以降、
5ha未満の経営体数は減少する⼀⽅、10ha
以上の経営体数は⼀貫して増加しています
(図図表表33--22--55)。特に⼤規模層ほど法⼈経営体15 
が占める割合が増加しており、30ha以上の
経営体では平成27(2015)年に50.0％であ
った法⼈経営体の割合は令和2(2020)年には60.0％に拡⼤しています。離農した経営体の農
地の受け⽫となることにより、農業法⼈の⼤規模化が進展している様⼦がうかがわれます。 

農林⽔産省では、農業経営の法⼈化を進めるため、都道府県が整備している農業経営・20 
就農⽀援センターによる経営相談や、専⾨家による助⾔等を通じた⽀援を⾏っています。 

 

 
 

図表3-2-5 経営耕地⾯積規模別の経営体数(都府県) 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年は販売農家、平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 
3) 平成12(2000)年における15.0ha以上の経営体数については、10.0〜20.0haの経営体数として表記している。 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 令和3(2021)、4(2022)、5(2023)年については、農業構造動態
調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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業従事者数は13万3千⼈と全体の約1割を占めている⼀⽅、65歳以上は82万3千⼈と全体の
約7割を占めています。また、令和5(2023)年の基幹的農業従事者の平均年齢は68.7歳とな
っており、⾼齢化が進⾏しています。 

 

 5 
((22))  認認定定農農業業者者制制度度やや法法⼈⼈化化等等をを通通じじたた経経営営発発展展のの後後押押しし  
((農農業業経経営営体体にに占占めめるる認認定定農農業業者者のの割割合合はは2233..77％％にに増増加加))  

認定農業者制度は、農業者が経営の改善を進
めるために作成した農業経営改善計画を市町村
等が認定する制度です。同計画の認定数(認定農10 
業者数)については、令和4(2022)年度は前年度
に⽐べ1.1％減少し22万経営体となった⼀⽅、農
業経営体に占める認定農業者の割合については、
令和4(2022)年度は前年度から0.8ポイント増加
し23.7％となっています(図図表表33--22--33)。このうち15 
法⼈経営体の認定数については⼀貫して増加し
ており、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.7％
増加し2万9千経営体となり、法⼈経営体に占め
る認定農業者の割合は87.0%となっています。 

農林⽔産省では、認定農業者が同計画を達成20 
できるよう農地の集積・集約化や経営所得安定
対策等の⽀援措置を講じています。 

 

図表3-2-2 基幹的農業従事者数と平均年齢 

資料：農林⽔産省「2000年世界農林業センサス」、「2005年農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年農林業セン
サス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 
2) 平成12(2000)年及び平成17(2005)年については販売農家の数値 
3) 令和 3(2021)、4(2022)、5(2023)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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資料：農林⽔産省「認定農業者の認定状況」、「農林業センサス」、「農
業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 認定農業者数は各年度末時点の数値 
2) 特定農業法⼈で認定農業者とみなされている法⼈を含む。
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((農農業業法法⼈⼈のの⼤⼤規規模模化化がが進進展展))  
農業経営の法⼈化には、経営管理の⾼度

化や安定的な雇⽤、円滑な経営継承、雇⽤
による就農機会の拡⼤等の利点があります。
令和5(2023)年の法⼈経営体数は前年から5 
2.5%増加し3万3千経営体となりました(図図
表表33--22--44)。農業⽣産に占める法⼈経営体等
の団体経営体のシェアは年々拡⼤しており、
令和2(2020)年は農産物販売⾦額の37.9%、
経営耕地⾯積の23.4%を占めています。 10 

都府県における経営耕地⾯積規模別の経
営体数については、平成12(2000)年以降、
5ha未満の経営体数は減少する⼀⽅、10ha
以上の経営体数は⼀貫して増加しています
(図図表表33--22--55)。特に⼤規模層ほど法⼈経営体15 
が占める割合が増加しており、30ha以上の
経営体では平成27(2015)年に50.0％であ
った法⼈経営体の割合は令和2(2020)年には60.0％に拡⼤しています。離農した経営体の農
地の受け⽫となることにより、農業法⼈の⼤規模化が進展している様⼦がうかがわれます。 

農林⽔産省では、農業経営の法⼈化を進めるため、都道府県が整備している農業経営・20 
就農⽀援センターによる経営相談や、専⾨家による助⾔等を通じた⽀援を⾏っています。 

 

 
 

図表3-2-5 経営耕地⾯積規模別の経営体数(都府県) 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年は販売農家、平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 
3) 平成12(2000)年における15.0ha以上の経営体数については、10.0〜20.0haの経営体数として表記している。 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 令和3(2021)、4(2022)、5(2023)年については、農業構造動態
調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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業従事者数は13万3千⼈と全体の約1割を占めている⼀⽅、65歳以上は82万3千⼈と全体の
約7割を占めています。また、令和5(2023)年の基幹的農業従事者の平均年齢は68.7歳とな
っており、⾼齢化が進⾏しています。 

 

 5 
((22))  認認定定農農業業者者制制度度やや法法⼈⼈化化等等をを通通じじたた経経営営発発展展のの後後押押しし  
((農農業業経経営営体体にに占占めめるる認認定定農農業業者者のの割割合合はは2233..77％％にに増増加加))  

認定農業者制度は、農業者が経営の改善を進
めるために作成した農業経営改善計画を市町村
等が認定する制度です。同計画の認定数(認定農10 
業者数)については、令和4(2022)年度は前年度
に⽐べ1.1％減少し22万経営体となった⼀⽅、農
業経営体に占める認定農業者の割合については、
令和4(2022)年度は前年度から0.8ポイント増加
し23.7％となっています(図図表表33--22--33)。このうち15 
法⼈経営体の認定数については⼀貫して増加し
ており、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.7％
増加し2万9千経営体となり、法⼈経営体に占め
る認定農業者の割合は87.0%となっています。 

農林⽔産省では、認定農業者が同計画を達成20 
できるよう農地の集積・集約化や経営所得安定
対策等の⽀援措置を講じています。 

 

図表3-2-2 基幹的農業従事者数と平均年齢 

資料：農林⽔産省「2000年世界農林業センサス」、「2005年農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年農林業セン
サス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 
2) 平成12(2000)年及び平成17(2005)年については販売農家の数値 
3) 令和 3(2021)、4(2022)、5(2023)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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((雇雇⽤⽤労労働働⼒⼒のの確確保保等等のの経経営営発発展展にに向向けけたた課課題題にに対対応応すするる必必要要))  
農業における就業者数のうち雇⽤者数については、平成12(2000)年の30万⼈から令和

5(2023)年は55万⼈にまで増加しています(図図表表33--22--77)。 
⼀⽅、国内の⽣産年齢⼈⼝が今後⼤幅に減少していくことが避けられない状況において、

各産業で⼈材獲得競争が激化することが⾒込まれます。 5 
農林漁業の有効求⼈倍率については、平成26(2014)年以降は1.0倍を超過するなど、⼈⼿

不⾜の状況が継続しています(図図表表33--22--88))。 
離農の進⾏が⾒られる中、農地等の受け⽫となる経営体の多くは、雇⽤労働⼒が確保で

きなければ農業経営を拡⼤していくことは難しい状況にあります。今後、農業分野で雇⽤
労働⼒の継続的な確保が課題となる中、⾷料安全保障の観点からも、雇⽤労働⼒の確保に10 
関する施策を講じていくことが重要となっています。 

農林⽔産省では、農業における労働⼒不⾜を解消するため、国内外からの⼈材の受⼊体
制整備、呼び込み・確保、育成までを⼀体的に⽀援することとしています。また、就労条
件の改善や他産地・他産業との連携等による労働⼒確保のための⽀援を⾏っています。 
 15 

 
  

図表3-2-7 農業における就業者のうち雇⽤者数 

資料：総務省「労働⼒調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 平成27(2015)年以前は、役員と⼀般常雇(1年を超える⼜は

雇⽤期間を定めない契約で雇われている者で「役員」以外
の者)を「常雇」、1か⽉以上1年以下の期間を定めて雇われ
ている者を「臨時雇」、1か⽉未満の契約で雇われている者
を「⽇雇」としている。 

2) 令和2(2020)年以降は、雇⽤契約期間に基づき、定めがな
い者、1年超の者及び従業上の地位が役員の者を「常雇」、
1年以下の者を「臨時雇・⽇雇」、期間が分からない者及び
定めがあるか分からない者を「その他」としている。 

図表3-2-8 農林漁業の有効求⼈倍率 

資料：厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」を基に農林⽔産省作成 
注：有効求⼈倍率は、パートタイムを含む常⽤の数値 
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((集集落落営営農農組組織織のの法法⼈⼈化化がが進進展展))  
集落営農組織は、地域農業の担い⼿と

して農地の利⽤、農業⽣産基盤の維持に5 
貢献しています。令和5(2023)年の集落
営農組織数は前年に⽐べ137組織減少し
1万4,227組織となりました(図図表表33--22--66)。
⼀⽅、法⼈化した集落営農組織数は年々
増加しており、任意組織(法⼈化していな10 
い組織)よりも組織基盤が強固な法⼈が
着実に増えています。 

農林⽔産省では、集落営農組織に対し、
法⼈化のほか、機械の共同利⽤や⼈材の
確保につながる広域化、⾼収益作物の導15 
⼊といった各々の状況に応じた取組を促
進し、⼈材の確保や収益⼒向上、組織体
制の強化、効率的な⽣産体制の確⽴を⽀
援していくこととしています。  

 
新潟県上越市

じょうえつし
の有限会社グリーンファーム清⾥

きよさと
では、中⼭間地

の農地保全という社会的使命と経営体としての採算性を両⽴した
⼤規模な農業経営を展開しています。 

⼭深い清⾥
きよさと

地区において平成5(1993)年に設⽴された同社は、離
農者や農作業の委託を希望する者が増加する中、「郷⼟の農地を守
る」との経営理念を掲げ、積極的に農地を引き受けて耕作放棄地
の拡⼤を防⽌しています。また、集積した農地で効率的な農業を
展開しており、令和5(2023)年産では165haの⽔稲⽣産を⾏ってい
ます。 

⼀⽅、同社は、農地を徐々に引き受けてきた結果､⾃社のみの営
農では限界があると判断し､経営規模の無秩序な拡⼤を回避して
います。そのため、近隣地域の集落に呼び掛けて五つの集落法⼈
を⽴ち上げ、法⼈同⼠で農作業の相互協⼒、農地利⽤調整、共同
販売を⾏う基盤を構築しています。  

くわえて、同社では、中⼭間地の豪雪地帯にある営農環境を踏
まえ、冬期は⽔稲育苗ハウスでアスパラ菜等の栽培に取り組み、
周辺住⺠に宅配販売しているほか、歩道等の除雪作業の受託等に
より、従業員の周年雇⽤と地域貢献を両⽴しています。 

さらに、経営の多⾓化・複合化を図るため、ワイン⽤ぶどうの
栽培や繁殖和⽜の飼育等も進めています。 

今後とも⼥性を含めた若者の雇⽤を創出し、収益性の⾼い農業
経営を実践することにより、地域農業の発展に貢献していくこと
としています。 

集集積積ししたた農農地地ででのの営営農農  
資料：有限会社グリーンファーム清⾥ 

((事事例例))  中中⼭⼭間間地地のの農農地地保保全全とと採採算算性性をを両両⽴⽴ししたた⼤⼤規規模模農農業業経経営営をを展展開開((新新潟潟県県))  

冬冬期期ののハハウウスス栽栽培培  
資料：有限会社グリーンファーム清⾥ 

図表3-2-6 集落営農組織数 

資料：農林⽔産省「集落営農実態調査」 
注：1) 東⽇本⼤震災の影響で営農活動を休⽌している宮城県と福島

県の集落営農については調査結果に含まない。 
2) 各年2⽉1⽇時点の数値 
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図表3-2-7 農業における就業者のうち雇⽤者数 

資料：総務省「労働⼒調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 平成27(2015)年以前は、役員と⼀般常雇(1年を超える⼜は

雇⽤期間を定めない契約で雇われている者で「役員」以外
の者)を「常雇」、1か⽉以上1年以下の期間を定めて雇われ
ている者を「臨時雇」、1か⽉未満の契約で雇われている者
を「⽇雇」としている。 

2) 令和2(2020)年以降は、雇⽤契約期間に基づき、定めがな
い者、1年超の者及び従業上の地位が役員の者を「常雇」、
1年以下の者を「臨時雇・⽇雇」、期間が分からない者及び
定めがあるか分からない者を「その他」としている。 

図表3-2-8 農林漁業の有効求⼈倍率 

資料：厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」を基に農林⽔産省作成 
注：有効求⼈倍率は、パートタイムを含む常⽤の数値 
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((集集落落営営農農組組織織のの法法⼈⼈化化がが進進展展))  
集落営農組織は、地域農業の担い⼿と

して農地の利⽤、農業⽣産基盤の維持に5 
貢献しています。令和5(2023)年の集落
営農組織数は前年に⽐べ137組織減少し
1万4,227組織となりました(図図表表33--22--66)。
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法⼈化のほか、機械の共同利⽤や⼈材の
確保につながる広域化、⾼収益作物の導15 
⼊といった各々の状況に応じた取組を促
進し、⼈材の確保や収益⼒向上、組織体
制の強化、効率的な⽣産体制の確⽴を⽀
援していくこととしています。  
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農者や農作業の委託を希望する者が増加する中、「郷⼟の農地を守
る」との経営理念を掲げ、積極的に農地を引き受けて耕作放棄地
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くわえて、同社では、中⼭間地の豪雪地帯にある営農環境を踏
まえ、冬期は⽔稲育苗ハウスでアスパラ菜等の栽培に取り組み、
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((農農業業者者のの経経営営管管理理のの向向上上にに向向けけたた努努⼒⼒がが重重要要))  
適正な価格形成、環境負荷低減等の持続可能な農業の取組に向けては、⽣産コストの実

態を消費者まで伝達することが必要です。そのためには、農業者による経営管理能⼒の向
上に向けた取組の強化が必要となっています。 

農林⽔産省では、適正な価格形成を通じた経営発展・経営基盤の強化の観点から、原価5 
管理を含めた農業者の経営管理能⼒の向上等を促進する施策を実施することとしています。 

くわえて、雇⽤確保や事業拡⼤、環境負荷低減や⽣産性向上のための新技術の導⼊等の
様々な経営課題に対応できる⼈材の育成・確保を図るため、農業者のリ・スキリング1等を
推進することとしています。 

このほか、各都道府県においても、営農しながら体系的に経営を学ぶ場として農業経営10 
塾を開講する取組等により、農業者に対する研修機会の提供に取り組んでいます。 

 

 
 

((農農業業者者年年⾦⾦のの被被保保険険者者数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  15 
農業者年⾦は、農業従事者のうち厚⽣年⾦に加⼊していない⾃営農業に従事する個⼈が

任意で加⼊できる年⾦制度です。同制度においては農業者の減少・⾼齢化等に対応した積
⽴⽅式・確定拠出型が採⽤されており、農林⽔産省では、⻘⾊申告を⾏っている認定農業
者等やその者と家族経営協定を結び経営参画している配偶者・後継者等⼀定の要件を満た
す対象者の保険料負担を軽減するための政策⽀援を実施し、農業者の⽼後⽣活の安定と農20 
業者の確保を図っています。 

 
1 職業能⼒の再開発・再教育のこと 

オオンンラライインンででのの講講義義  
資料：⼀般社団法⼈アグリフューチャ

ージャパン 

((ココララムム))  農農業業ににおおけけるる「「経経営営⼒⼒」」をを養養成成すするるオオンンラライインンススククーールルがが始始動動  
 
AFJ⽇本

に ほ ん
農 業
のうぎょう

経営
けいえい

⼤学校
だいがっこう

を運営する⼀般社団法⼈アグリフューチャ
ージャパンでは、農業における「経営⼒」を養成するオンラインスクー
ルを、令和5(2023)年6⽉に開講しました。 

農業を取り巻く情勢が⼤きく変化する中、⻑期にわたって経営の持続
性を確保していくためには、事業開発やマーケティング等の経営技術を
養うことが重要となっています。 

このため、同法⼈では、農業経営を志す⼈々を対象に、現場で働きな
がら学べるオンラインスクールを開講し、経営理論に基づく戦略的思考
やノウハウを習得できるカリキュラムを設け、多様な農業の実現に向け
た取組を後押ししています。 

例えば次のステージの経営を⽬指す農業者等を対象とした「経営マスターコース」のカリキュラ
ムは、「経営戦略」、「マーケティング」、「マネジメント」、「ファイナンス」の四つの領域から構成さ
れており、農業の産業特性を踏まえながら、ヒト・モノ・カネに関する知識やスキルを体系的に習
得できるよう⼯夫されています。 

令和5(2023)年度は、農業経営者や後継者、独⽴を⽬指す法⼈従業員等約150⼈の受講者が、農業
経営者として求められる判断⼒や各種スキル・ノウハウを学び、⾝に付けています。 

今後は、アグリビジネス分野において、新たな価値を創出し、変⾰を起こす⼈材を育成する「イ
ノベーター養成アカデミー」を令和6(2024)年4⽉に開講することとしており、次世代の農業経営者
の育成に向けて精⼒的に活動を展開していくこととしています。 

 

((農農業業法法⼈⼈のの財財務務基基盤盤はは他他産産業業とと⽐⽐べべてて脆脆弱弱なな状状況況))  
農業法⼈の経営状況については、売上⾼の減少に対する耐性を⽰す指標である損益分岐

点⽐率が過半の部⾨で90％を超えており、概して売上⾼の減少に対する耐性が低くなって
います(図図表表33--22--99)。また、中⻑期的な財務の安全性を⽰す指標の⼀つである⾃⼰資本⽐率
はおおむね30%を下回っている⼀⽅、借⼊⾦依存度は50%を上回る⽔準となっています。 5 

経営規模や産業特性の異なる、他産業の中規模企業と⼀概に⽐較することはできません
が、農業法⼈については、総じて、債務超過となるリスクが⾼く、財務基盤が脆 弱

ぜいじゃく
であ

るといった実態にあることがうかがわれます。このため、農業経営の改善を進めるなど、
経営基盤の強化を図っていくことが求められています。 
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図表3-2-9 農業法⼈の財務基盤に関する指標 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「令和4年農業経営動向分析結果」、財務省「法⼈企業統計調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 耕種部⾨、畜産部⾨の数値は株式会社⽇本政策⾦融公庫の融資先農業法⼈の令和4(2022)年決算データを集計・分析した数値。他

産業の数値は無作為抽出による標本調査によって算出した⺟集団法⼈の令和4(2022)年度の推計値 
2) 資本⾦1千万円以上1億円未満の企業を中規模企業としている。 
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((農農業業者者のの経経営営管管理理のの向向上上にに向向けけたた努努⼒⼒がが重重要要))  
適正な価格形成、環境負荷低減等の持続可能な農業の取組に向けては、⽣産コストの実

態を消費者まで伝達することが必要です。そのためには、農業者による経営管理能⼒の向
上に向けた取組の強化が必要となっています。 

農林⽔産省では、適正な価格形成を通じた経営発展・経営基盤の強化の観点から、原価5 
管理を含めた農業者の経営管理能⼒の向上等を促進する施策を実施することとしています。 

くわえて、雇⽤確保や事業拡⼤、環境負荷低減や⽣産性向上のための新技術の導⼊等の
様々な経営課題に対応できる⼈材の育成・確保を図るため、農業者のリ・スキリング1等を
推進することとしています。 

このほか、各都道府県においても、営農しながら体系的に経営を学ぶ場として農業経営10 
塾を開講する取組等により、農業者に対する研修機会の提供に取り組んでいます。 

 

 
 

((農農業業者者年年⾦⾦のの被被保保険険者者数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  15 
農業者年⾦は、農業従事者のうち厚⽣年⾦に加⼊していない⾃営農業に従事する個⼈が

任意で加⼊できる年⾦制度です。同制度においては農業者の減少・⾼齢化等に対応した積
⽴⽅式・確定拠出型が採⽤されており、農林⽔産省では、⻘⾊申告を⾏っている認定農業
者等やその者と家族経営協定を結び経営参画している配偶者・後継者等⼀定の要件を満た
す対象者の保険料負担を軽減するための政策⽀援を実施し、農業者の⽼後⽣活の安定と農20 
業者の確保を図っています。 

 
1 職業能⼒の再開発・再教育のこと 

オオンンラライインンででのの講講義義  
資料：⼀般社団法⼈アグリフューチャ

ージャパン 

((ココララムム))  農農業業ににおおけけるる「「経経営営⼒⼒」」をを養養成成すするるオオンンラライインンススククーールルがが始始動動  
 
AFJ⽇本
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⼤学校
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を運営する⼀般社団法⼈アグリフューチャ
ージャパンでは、農業における「経営⼒」を養成するオンラインスクー
ルを、令和5(2023)年6⽉に開講しました。 

農業を取り巻く情勢が⼤きく変化する中、⻑期にわたって経営の持続
性を確保していくためには、事業開発やマーケティング等の経営技術を
養うことが重要となっています。 

このため、同法⼈では、農業経営を志す⼈々を対象に、現場で働きな
がら学べるオンラインスクールを開講し、経営理論に基づく戦略的思考
やノウハウを習得できるカリキュラムを設け、多様な農業の実現に向け
た取組を後押ししています。 

例えば次のステージの経営を⽬指す農業者等を対象とした「経営マスターコース」のカリキュラ
ムは、「経営戦略」、「マーケティング」、「マネジメント」、「ファイナンス」の四つの領域から構成さ
れており、農業の産業特性を踏まえながら、ヒト・モノ・カネに関する知識やスキルを体系的に習
得できるよう⼯夫されています。 

令和5(2023)年度は、農業経営者や後継者、独⽴を⽬指す法⼈従業員等約150⼈の受講者が、農業
経営者として求められる判断⼒や各種スキル・ノウハウを学び、⾝に付けています。 

今後は、アグリビジネス分野において、新たな価値を創出し、変⾰を起こす⼈材を育成する「イ
ノベーター養成アカデミー」を令和6(2024)年4⽉に開講することとしており、次世代の農業経営者
の育成に向けて精⼒的に活動を展開していくこととしています。 

 

((農農業業法法⼈⼈のの財財務務基基盤盤はは他他産産業業とと⽐⽐べべてて脆脆弱弱なな状状況況))  
農業法⼈の経営状況については、売上⾼の減少に対する耐性を⽰す指標である損益分岐

点⽐率が過半の部⾨で90％を超えており、概して売上⾼の減少に対する耐性が低くなって
います(図図表表33--22--99)。また、中⻑期的な財務の安全性を⽰す指標の⼀つである⾃⼰資本⽐率
はおおむね30%を下回っている⼀⽅、借⼊⾦依存度は50%を上回る⽔準となっています。 5 

経営規模や産業特性の異なる、他産業の中規模企業と⼀概に⽐較することはできません
が、農業法⼈については、総じて、債務超過となるリスクが⾼く、財務基盤が 脆 弱

ぜいじゃく
であ

るといった実態にあることがうかがわれます。このため、農業経営の改善を進めるなど、
経営基盤の強化を図っていくことが求められています。 
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図表3-2-9 農業法⼈の財務基盤に関する指標 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「令和4年農業経営動向分析結果」、財務省「法⼈企業統計調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 耕種部⾨、畜産部⾨の数値は株式会社⽇本政策⾦融公庫の融資先農業法⼈の令和4(2022)年決算データを集計・分析した数値。他

産業の数値は無作為抽出による標本調査によって算出した⺟集団法⼈の令和4(2022)年度の推計値 
2) 資本⾦1千万円以上1億円未満の企業を中規模企業としている。 
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年齢階層別では、60〜64歳の新規就農者数は、前年に⽐べ30.8%減少し6,750⼈となりま

した。また、将来の担い⼿として期待される49歳以下の新規就農者数は、近年1万8千⼈前
後で推移していましたが、令和4(2022)年は前年に⽐べ8.4%減少し1万6,870⼈となりまし
た。さらに、49歳以下の新規就農者数のうち新規雇⽤就農者の割合は、令和4(2022)年に5 
は新規⾃営農業就農者(38.5％)を上回る45.7％を占めており、新規就農者の受け⽫として
も法⼈経営体の役割が⼤きくなっています。 

就農形態別では、令和4(2022)年の新規⾃営農業就農者は前年に⽐べ14.9%減少し3万
1,400⼈、新規雇⽤就農者は前年に⽐べ8.6%減少し1万570⼈、新規参⼊者は前年に⽐べ
1.0%増加し3,870⼈となりました。 10 

農業者の減少・⾼齢化が進む中、地域農業を持続的に発展させていくためには、農業の
内外から若年層の新規就農を促進する必要があります。 

このため、農林⽔産省では、農業への⼈材の⼀層の呼び込みと定着を図るため、就農相
談会の開催や、職業としての農業の魅⼒の発信等について⽀援を⾏っています。また、就
農準備段階や就農直後の経営確⽴を⽀援する資⾦や雇⽤就農を促進するための資⾦の交付15 
に加え、経営発展のための機械・施設等の導⼊を地⽅と連携して親元就農も含めて⽀援す
るとともに、伴⾛機関等による研修向け農場の整備、新規就農者への技術サポート等の取
組を⽀援しています。 

このほか、農業経営基盤強化促進法に基づき、⻘年等就農計画を作成し市町村から計画
の認定を受けた認定新規就農者は、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.3%増加し1万806⼈20 
となりました。農林⽔産省では、将来において効率的かつ安定的な農業経営の担い⼿に発
展するような⻘年等の就農を促進するため、新規就農施策を重点的に⽀援しています。 

図表3-2-12 新規就農者数 

資料：農林⽔産省「新規就農者調査結果」 
注：1) 平成26(2014)年以降については、新規参⼊者は従来の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」が含まれる。 

2) 平成26(2014)年以前は当該年の4⽉1⽇〜翌年の3⽉31⽇、平成27(2015)年以降は当該年の2⽉1⽇〜翌年の1⽉31⽇の1年間に新規
就農した者の数値 

(年齢階層別の新規就農者数) 

45.0 40.4
46.3 51.0 46.0 41.5 42.8 42.7 40.1 36.9 31.4

8.5
7.5

7.7
10.4

10.7
10.5 9.8 9.9 10.1 11.6

10.6

3.0
2.9

3.7

3.6
3.4

3.6 3.2 3.2 3.6 3.8
3.9

56.5
50.8

57.7

65.0
60.2

55.7 55.8 55.9 53.7 52.3
45.8

0

25

50

75

平成24年
(2012)

26
(2014)

28
(2016)

30
(2018)

令和2
(2020)

4
(2022)

千⼈ 新規⾃営農業
就農者

新規雇⽤
就農者

新規参⼊者

19.3 17.921.9 23.0 22.1 20.8 19.3 18.5 18.4 18.4 16.9

7.8 6.1
9.2 9.7 7.8 8.6 7.4 11.9 7.3 5.9 5.5

17.6
14.9

13.9 15.9
13.5 10.8 12.3 8.7

9.0 9.8
6.8

11.8
11.9

12.7
16.4

16.9
15.5 16.8 16.7

19.0 18.2
16.8

56.5

50.8

57.7

65.0
60.2

55.7 55.855.9
53.7 52.3

45.8

0

25

50

75

平成24年
(2012)

26
(2014)

28
(2016)

30
(2018)

令和2
(2020)

4
(2022)

千⼈

49歳以下 50〜59 60〜64
65歳以上

(就農形態別の新規就農者数) 

 

農業者年⾦の被保険者数については減
少傾向で推移しており、令和4(2022)年度
は前年度に⽐べ614⼈減少し4万4,576⼈と
なっています(図図表表33--22--1100)。⼀⽅、受給権
者数については増加傾向で推移しており、5 
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ1,861⼈
増加し5万5,376⼈となっています。 
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では、若者や
⼥性の加⼊拡⼤に向け、推進活動を実施し10 
ています。 

 
 

((33))  経経営営継継承承やや新新規規就就農農、、⼈⼈材材育育成成・・確確保保等等  
((約約77割割のの経経営営体体がが「「後後継継者者をを確確保保ししてていいなないい」」とと回回答答))  15 

5年以内の後継者の確保状況については、約7割の経営体が「確保していない」と回答し
ています(図図表表33--22--1111)。農地はもとより、農地以外の施設等の経営資源や、技術・ノウハ
ウ等を次世代の経営者に引き継ぎ、計画的な経営継承を促進することが必要となっていま
す。 

農林⽔産省は、将来にわたって地域の農地利⽤等を担う経営体を確保するため、地域の20 
担い⼿から経営を継承した後継者が⾏う経営発展に向けた取組を市町村と⼀体となって⽀
援するとともに、都道府県が整備している農業経営・就農⽀援センターにおいて相談対応
や専⾨家による経営継承計画の策定⽀援、就農希望者と経営移譲希望者とのマッチングを
⾏うなど、円滑な経営継承を進めています。 
 25 

 
 

((新新規規就就農農者者数数がが前前年年にに⽐⽐べべ減減少少))  
令和4(2022)年の新規就農者数は、前年に⽐べ12.3%減少し4万5,840⼈となりました(図図

表表33--22--1122)。この要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んでいた30 
雇⽤が回復した影響等によって他産業からの就農者が減少したこと等が考えられます。 

図表3-2-11 5年以内の後継者の確保状況別経営体数 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
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年齢階層別では、60〜64歳の新規就農者数は、前年に⽐べ30.8%減少し6,750⼈となりま

した。また、将来の担い⼿として期待される49歳以下の新規就農者数は、近年1万8千⼈前
後で推移していましたが、令和4(2022)年は前年に⽐べ8.4%減少し1万6,870⼈となりまし
た。さらに、49歳以下の新規就農者数のうち新規雇⽤就農者の割合は、令和4(2022)年に5 
は新規⾃営農業就農者(38.5％)を上回る45.7％を占めており、新規就農者の受け⽫として
も法⼈経営体の役割が⼤きくなっています。 

就農形態別では、令和4(2022)年の新規⾃営農業就農者は前年に⽐べ14.9%減少し3万
1,400⼈、新規雇⽤就農者は前年に⽐べ8.6%減少し1万570⼈、新規参⼊者は前年に⽐べ
1.0%増加し3,870⼈となりました。 10 

農業者の減少・⾼齢化が進む中、地域農業を持続的に発展させていくためには、農業の
内外から若年層の新規就農を促進する必要があります。 

このため、農林⽔産省では、農業への⼈材の⼀層の呼び込みと定着を図るため、就農相
談会の開催や、職業としての農業の魅⼒の発信等について⽀援を⾏っています。また、就
農準備段階や就農直後の経営確⽴を⽀援する資⾦や雇⽤就農を促進するための資⾦の交付15 
に加え、経営発展のための機械・施設等の導⼊を地⽅と連携して親元就農も含めて⽀援す
るとともに、伴⾛機関等による研修向け農場の整備、新規就農者への技術サポート等の取
組を⽀援しています。 

このほか、農業経営基盤強化促進法に基づき、⻘年等就農計画を作成し市町村から計画
の認定を受けた認定新規就農者は、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.3%増加し1万806⼈20 
となりました。農林⽔産省では、将来において効率的かつ安定的な農業経営の担い⼿に発
展するような⻘年等の就農を促進するため、新規就農施策を重点的に⽀援しています。 

図表3-2-12 新規就農者数 

資料：農林⽔産省「新規就農者調査結果」 
注：1) 平成26(2014)年以降については、新規参⼊者は従来の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」が含まれる。 

2) 平成26(2014)年以前は当該年の4⽉1⽇〜翌年の3⽉31⽇、平成27(2015)年以降は当該年の2⽉1⽇〜翌年の1⽉31⽇の1年間に新規
就農した者の数値 
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また、近年、GAP1(農業⽣産⼯程管理)に取り組む農業⾼校・農業⼤学校も増加しており、
令和5(2023)年3⽉末時点で111の農業⾼校、31の農業⼤学校が第三者機関によるGAP認証
を取得しています。GAPの学習・実践を通じて、農業⽣産技術の習得に加えて、経営感覚・
国際感覚を兼ね備えた⼈材の育成に資することが期待されています。 

農林⽔産省では、若年層に農業の魅⼒を伝え、将来的に農業を職業として選択する⼈材5 
を育成するため、スマート農業や有機農業等の教育カリキュラムの強化のほか、地域の先
進的な農業経営者による出前授業等の活動を⽀援しています。 

 

 
 10 

((44))  ⼥⼥性性がが活活躍躍ででききるる環環境境整整備備  
((⼥⼥性性のの認認定定農農業業者者数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ11..55％％増増加加しし11万万22千千経経営営体体))  

令和5(2023)年における⼥性の基幹的農業従事者数は、前年に⽐べ5.9%減少し45万2千⼈
となりました(図図表表33--22--1144)。⼥性の基幹的農業従事者は全体の38.8%を占めており、重要
な担い⼿となっています。 15 

令和4(2022)年度における⼥性の認定農業者数は、前年度に⽐べ1.5%増加し1万2千経営
体となりました(図図表表33--22--1155)。また、全体の認定農業者に占める⼥性の割合については、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ0.1ポイント増加し5.3%となりました。 

認定農業者制度には、家族経営協定等を締結している夫婦による共同申請が認められて

 
1 第3章第7節を参照 

 
⼭⼝県防府市

ほ う ふ し
の⼭⼝県⽴農業⼤学校では、全国で初めての取組とし

て、農業⼤学校⽣が構成員となる法⼈を設⽴・登記し、学修カリキュラ
ムにおいて農産物販売や新商品開発の事業に取り組んでいます。 

同校では、令和5(2023)年4⽉に、⽶や⻨等の⽣産や経営について学ぶ
「⼟地利⽤学科」を新設し、ドローン等の先端技術を導⼊したスマート
農業の授業を強化しています。また、同校と県の農業試験場、林業指導
センターを統合した「農林業の知と技の拠点」を整備し、即戦⼒となる
⼈材の育成や、先端技術開発の加速化のほか、⽣産から加⼯、販売まで
⼿掛ける6次産業化の⽀援も⾏っています。 

このような中、同校では、法⼈経営に必要な経営管理能⼒やビジネス
感覚を⾝に付けるとともに、事業計画の決定プロセスや、会計・決算、
経営責任等を実体験として学修できるフィールドとして、同年7⽉に「⼀
般社団法⼈やまぐち農

のう
⼤
だい

」を設⽴しました。 
同法⼈は、同校の全学⽣を構成員とし、農産物販売や新商品開発の事

業に取り組むこととしています。同年度においては、新設された会社経
営論等の学修カリキュラムに基づき、設⽴登記事務や⻘果物の販売実習
に取り組み、同校等で⽣産された野菜・果実等の農産物や加⼯品等の仕
⼊れ販売を⾏ったほか、交流イベント等を実施しました。 

今後は、県内企業と連携して、若者視点に⽴ったアイデアや発想によ
る6次産業化商品の開発に向けた検討を進めていくこととしています。 

法法⼈⼈のの設設⽴⽴総総会会  
資料：⼭⼝県⽴農業⼤学校 

((事事例例))  全全国国でで初初めめてて農農業業⼤⼤学学校校⽣⽣がが構構成成員員ととななるる法法⼈⼈をを設設⽴⽴((⼭⼭⼝⼝県県))  

農農産産物物販販売売にに取取りり組組むむ学学⽣⽣  
資料：⼭⼝県⽴農業⼤学校 

 

 
 
((農農業業⾼⾼校校・・農農業業⼤⼤学学校校にによよるる意意欲欲的的なな取取組組がが進進展展))  

農業経営の担い⼿を養成する農業⾼校
は全ての都道府県、農業⼤学校は41道府県5 
において設置されています。 

このうち農業⼤学校の卒業⽣数について
は、平成26(2014)年度以降はほぼ横ばいで
推移しており、令和4(2022)年度の卒業⽣
数は1,735⼈、卒業後に就農した者は935⼈10 
(卒業⽣全体の53.9%)となっています(図図
表表33--22--1133)。このほか、同年度の卒業⽣全
体に占める⾃営就農の割合は14.3％、雇⽤
就農の割合は34.1%となりました。 

  15 

 
宮崎県川 南 町

かわみなみちょう
に移住した保坂

ほ さ か
政
まさ

孝
たか

さん・美幸
み ゆ き

さん夫妻は、新規就
農者の育成サポートを受け、ピーマン農家として独⽴後、夫婦⼆⼈の
時間を⼤切にしながら、⼆⼈で楽しむ農業を実践しています。 

保坂さん夫妻は福岡県内で勤務していましたが、夫婦⼆⼈の時間が
持てない⽣活を変えたいとの思いを抱えていました。そのような中、
宮崎県の移住相談窓⼝を訪れた際に、同町の農業研修⽣への応募を勧
められ、受⼊体制や⽀援制度が充実していたことに加え、⾃然豊かな
環境や農業に魅⼒を感じたことから、夫婦⼆⼈で応募を決めました。 

平成30(2018)年7⽉〜令和2(2020)年6⽉の2年間にわたって研修施
設で実践研修等を受講し、農業機械の取扱いや農作物栽培の基礎のほ
か、独⽴に向けた模擬経営研修等の実践的な知識等を習得しました。 

また、独⽴に向けては、⾃ら農地を探す必要はなく、リース事業の
⽀援を受けて新設されたハウスを取得できたほか、各種補助⾦の情報
提供や運転資⾦の無利⼦融資等のサポートを受け、経営開始の準備を
進めました。 

令和2(2020)年7⽉に独⽴した後は、尾
お

鈴
すず

農業協同組合(以下「JA尾鈴」という。)のピーマン部
会に所属し、研修時から指導を受けているベテラン農業者やJA尾鈴の指導員、ピーマン部会員等
から巡回指導を受けながら、8⽉後半に苗を植え、10⽉から翌年6⽉まで収穫を⾏う⽇々を過ごし
ています。令和5(2023)年は20aのハウスでピーマンを栽培していますが、宮崎県

みやざきけん
経済農業協同組

合連合会との契約栽培により、就農1年⽬から市場よりも安定した単価で出荷できるため、⽬安と
なる⽬標(20a規模で1,000万円)を上回る売上⾼を実現しています。 

保坂さん夫妻は、経験を積み重ねる中でピーマン栽培への⾃信を深めており、今後とも地域の
⼈々とのつながりやコミュニケーションを⼤切にするとともに、⼆⼈の時間を⼤切にしながら、
楽しんで農業を続けていくこととしています。 

保保坂坂政政孝孝ささんん・・美美幸幸ささんん夫夫妻妻  
資料：保坂政孝さん 

((事事例例))  新新規規就就農農のの育育成成⽀⽀援援をを受受けけ、、夫夫婦婦⼆⼆⼈⼈でで楽楽ししむむ農農業業をを実実践践((宮宮崎崎県県))  

資料：全国農業⼤学校協議会資料を基に農林⽔産省作成  
注：1) 卒業⽣数は、養成課程の卒業⽣数を指す。 

2) 就農者には、雇⽤就農、⾃営就農以外にも農家で継続的に
研修を⾏っている者等が含まれる。⼀度、他の仕事に就い
た後に就農した者は含まない。 

3) 農林業分野における専⾨職⼤学の卒業⽣を含む。 

1,048 976 994 987 947 931 937 942 935

724 760 747 798 808 778 816 795 800

1,7721,736 1,7411,785 1,755 1,7091,753 1,737 1,735

0

500

1,000

1,500

2,000

平成
26年度
(2014)

28
(2016)

30
(2018)

令和
2

(2020)
4

(2022)

⼈ 卒業⽣数 うち就農者

図表3-2-13 農業⼤学校の卒業⽣数 

190

力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保第2節

2024_農村白書1-3-02.indd   1902024_農村白書1-3-02.indd   190 2024/05/15   17:33:032024/05/15   17:33:03



 

また、近年、GAP1(農業⽣産⼯程管理)に取り組む農業⾼校・農業⼤学校も増加しており、
令和5(2023)年3⽉末時点で111の農業⾼校、31の農業⼤学校が第三者機関によるGAP認証
を取得しています。GAPの学習・実践を通じて、農業⽣産技術の習得に加えて、経営感覚・
国際感覚を兼ね備えた⼈材の育成に資することが期待されています。 

農林⽔産省では、若年層に農業の魅⼒を伝え、将来的に農業を職業として選択する⼈材5 
を育成するため、スマート農業や有機農業等の教育カリキュラムの強化のほか、地域の先
進的な農業経営者による出前授業等の活動を⽀援しています。 

 

 
 10 

((44))  ⼥⼥性性がが活活躍躍ででききるる環環境境整整備備  
((⼥⼥性性のの認認定定農農業業者者数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ11..55％％増増加加しし11万万22千千経経営営体体))  

令和5(2023)年における⼥性の基幹的農業従事者数は、前年に⽐べ5.9%減少し45万2千⼈
となりました(図図表表33--22--1144)。⼥性の基幹的農業従事者は全体の38.8%を占めており、重要
な担い⼿となっています。 15 

令和4(2022)年度における⼥性の認定農業者数は、前年度に⽐べ1.5%増加し1万2千経営
体となりました(図図表表33--22--1155)。また、全体の認定農業者に占める⼥性の割合については、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ0.1ポイント増加し5.3%となりました。 

認定農業者制度には、家族経営協定等を締結している夫婦による共同申請が認められて

 
1 第3章第7節を参照 

 
⼭⼝県防府市

ほ う ふ し
の⼭⼝県⽴農業⼤学校では、全国で初めての取組とし

て、農業⼤学校⽣が構成員となる法⼈を設⽴・登記し、学修カリキュラ
ムにおいて農産物販売や新商品開発の事業に取り組んでいます。 

同校では、令和5(2023)年4⽉に、⽶や⻨等の⽣産や経営について学ぶ
「⼟地利⽤学科」を新設し、ドローン等の先端技術を導⼊したスマート
農業の授業を強化しています。また、同校と県の農業試験場、林業指導
センターを統合した「農林業の知と技の拠点」を整備し、即戦⼒となる
⼈材の育成や、先端技術開発の加速化のほか、⽣産から加⼯、販売まで
⼿掛ける6次産業化の⽀援も⾏っています。 

このような中、同校では、法⼈経営に必要な経営管理能⼒やビジネス
感覚を⾝に付けるとともに、事業計画の決定プロセスや、会計・決算、
経営責任等を実体験として学修できるフィールドとして、同年7⽉に「⼀
般社団法⼈やまぐち農

のう
⼤
だい

」を設⽴しました。 
同法⼈は、同校の全学⽣を構成員とし、農産物販売や新商品開発の事

業に取り組むこととしています。同年度においては、新設された会社経
営論等の学修カリキュラムに基づき、設⽴登記事務や⻘果物の販売実習
に取り組み、同校等で⽣産された野菜・果実等の農産物や加⼯品等の仕
⼊れ販売を⾏ったほか、交流イベント等を実施しました。 

今後は、県内企業と連携して、若者視点に⽴ったアイデアや発想によ
る6次産業化商品の開発に向けた検討を進めていくこととしています。 

法法⼈⼈のの設設⽴⽴総総会会  
資料：⼭⼝県⽴農業⼤学校 

((事事例例))  全全国国でで初初めめてて農農業業⼤⼤学学校校⽣⽣がが構構成成員員ととななるる法法⼈⼈をを設設⽴⽴((⼭⼭⼝⼝県県))  

農農産産物物販販売売にに取取りり組組むむ学学⽣⽣  
資料：⼭⼝県⽴農業⼤学校 

 

 
 
((農農業業⾼⾼校校・・農農業業⼤⼤学学校校にによよるる意意欲欲的的なな取取組組がが進進展展))  

農業経営の担い⼿を養成する農業⾼校
は全ての都道府県、農業⼤学校は41道府県5 
において設置されています。 

このうち農業⼤学校の卒業⽣数について
は、平成26(2014)年度以降はほぼ横ばいで
推移しており、令和4(2022)年度の卒業⽣
数は1,735⼈、卒業後に就農した者は935⼈10 
(卒業⽣全体の53.9%)となっています(図図
表表33--22--1133)。このほか、同年度の卒業⽣全
体に占める⾃営就農の割合は14.3％、雇⽤
就農の割合は34.1%となりました。 

  15 

 
宮崎県川 南 町

かわみなみちょう
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さん夫妻は、新規就
農者の育成サポートを受け、ピーマン農家として独⽴後、夫婦⼆⼈の
時間を⼤切にしながら、⼆⼈で楽しむ農業を実践しています。 

保坂さん夫妻は福岡県内で勤務していましたが、夫婦⼆⼈の時間が
持てない⽣活を変えたいとの思いを抱えていました。そのような中、
宮崎県の移住相談窓⼝を訪れた際に、同町の農業研修⽣への応募を勧
められ、受⼊体制や⽀援制度が充実していたことに加え、⾃然豊かな
環境や農業に魅⼒を感じたことから、夫婦⼆⼈で応募を決めました。 

平成30(2018)年7⽉〜令和2(2020)年6⽉の2年間にわたって研修施
設で実践研修等を受講し、農業機械の取扱いや農作物栽培の基礎のほ
か、独⽴に向けた模擬経営研修等の実践的な知識等を習得しました。 

また、独⽴に向けては、⾃ら農地を探す必要はなく、リース事業の
⽀援を受けて新設されたハウスを取得できたほか、各種補助⾦の情報
提供や運転資⾦の無利⼦融資等のサポートを受け、経営開始の準備を
進めました。 

令和2(2020)年7⽉に独⽴した後は、尾
お

鈴
すず

農業協同組合(以下「JA尾鈴」という。)のピーマン部
会に所属し、研修時から指導を受けているベテラン農業者やJA尾鈴の指導員、ピーマン部会員等
から巡回指導を受けながら、8⽉後半に苗を植え、10⽉から翌年6⽉まで収穫を⾏う⽇々を過ごし
ています。令和5(2023)年は20aのハウスでピーマンを栽培していますが、宮崎県

みやざきけん
経済農業協同組

合連合会との契約栽培により、就農1年⽬から市場よりも安定した単価で出荷できるため、⽬安と
なる⽬標(20a規模で1,000万円)を上回る売上⾼を実現しています。 

保坂さん夫妻は、経験を積み重ねる中でピーマン栽培への⾃信を深めており、今後とも地域の
⼈々とのつながりやコミュニケーションを⼤切にするとともに、⼆⼈の時間を⼤切にしながら、
楽しんで農業を続けていくこととしています。 

保保坂坂政政孝孝ささんん・・美美幸幸ささんん夫夫妻妻  
資料：保坂政孝さん 

((事事例例))  新新規規就就農農のの育育成成⽀⽀援援をを受受けけ、、夫夫婦婦⼆⼆⼈⼈でで楽楽ししむむ農農業業をを実実践践((宮宮崎崎県県))  

資料：全国農業⼤学校協議会資料を基に農林⽔産省作成  
注：1) 卒業⽣数は、養成課程の卒業⽣数を指す。 

2) 就農者には、雇⽤就農、⾃営就農以外にも農家で継続的に
研修を⾏っている者等が含まれる。⼀度、他の仕事に就い
た後に就農した者は含まない。 

3) 農林業分野における専⾨職⼤学の卒業⽣を含む。 
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((農農業業委委員員、、農農協協役役員員、、⼟⼟地地改改良良区区等等理理事事にに占占めめるる⼥⼥性性のの割割合合はは増増加加))  
農業委員会等に関する法律及び農業協同組合法においては、農業委員や農協理事等の年

齢や性別に著しい偏りが⽣じないように配慮しなければならないことが規定されています。 
農業委員や農協役員、⼟地改良区(⼟地改良区連合を含む。)理事に占める⼥性の割合に

ついては増加傾向で推移しており、令和4(2022)年度の農業委員に占める⼥性の割合は、5 
前年度に⽐べ0.2ポイント増加し12.6％に、令和5(2023)年度の農協役員に占める⼥性の割
合は前年度に⽐べ1.0ポイント増加し10.6％に、令和4(2022)年度の⼟地改良区等理事に占
める⼥性の割合は前年度に⽐べ0.2ポイント増加し0.8％になりました(図図表表33--22--1177))。 

農林⽔産省では、「⼥性登⽤の意識醸成に向けて〜農協の⼥性員外監事の活躍事例〜」の
公表、「⼟地改良団体における男⼥共同参画事例」の充実化等を通じて、⼥性登⽤の更なる10 
推進に取り組んでいます。 

 

 

 
((⼥⼥性性がが働働ききややすすくく暮暮ららししややすすいい環環境境をを整整備備すするる必必要要))  15 

農村においては、依然として、家事や育児は⼥性の仕事であると認識され、男性に⽐べ
負担が重い傾向が残っています。 

地地域域計計画画のの策策定定にに向向けけたた話話合合いいをを  
主主導導すするる⼥⼥性性農農業業委委員員  

店店舗舗運運営営をを改改善善すするる⼥⼥性性農農協協理理事事  

図表3-2-17 農業委員、農協役員、⼟地改良区等理事に占める⼥性の割合 

資料：農林⽔産省「農業委員への⼥性の参画状況」、「総合農協統計表」、「⼟地改良団体における⼥性理事登⽤状況」を基に作成 
注：1) 農業委員は各年度10⽉1⽇時点、農協役員は各事業年度末時点、⼟地改良区等理事は各年度末時点の数値 

2) 令和5(2023)年度の農協役員は、⼀般社団法⼈全国農業協同組合中央会が調査した数値 
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おり、その認定数は5,841経営体となっています。 
 

 
 
((⼥⼥性性がが継継続続ししてて経経営営参参画画ししてていいるる経経営営体体はは経経営営規規模模がが⼤⼤ききくく経経営営のの多多⾓⾓化化もも進進展展))  5 

⼥性の農業経営への参画動向について⾒ると、⼥性が継続して経営参画している経営体
は、参画していない経営体に⽐べ販売⾦額規模や経営規模が⼤きいほか、経営の多⾓化や
農業後継者の確保が進展していることがうかがわれます(図図表表33--22--1166)。 

⼀⽅で、⼥性が経営参画しなくなった経営体は、経営規模が⼩さいほか、経営の多⾓化
や農業後継者の確保が進展していないことがうかがわれます。 10 

 

 

図表3-2-16 ⼥性の経営参画類型別に⾒た経営体の状況 

資料：農林⽔産政策研究所「激動する⽇本農業・農村構造-2020年農業センサスの総合分析-」(令和5(2023)年12⽉公表） 
注：1) 平成27(2015)年と令和2(2020)年の両年ともに⼥性が経営参画している経営体を「継続」、令和2(2020)年のみ参画を「開始」、平成

27(2015)年のみ参画を「中⽌」、両年とも参画していない経営体を「⾮参画」としている。 
2) 令和2(2020)年の数値 

図表3-2-14 ⼥性の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に
作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値  
2) 令和3(2021)年、4(2022)、5(2023)年の数値は、農業構造

動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
3) 平成22(2010)年及び平成27(2015)年の基幹的農業従事者

数は販売農家の数値 

図表3-2-15 ⼥性の認定農業者数 

資料：農林⽔産省「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」
を基に作成 

注：各年度末時点の数値 
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((農農業業委委員員、、農農協協役役員員、、⼟⼟地地改改良良区区等等理理事事にに占占めめるる⼥⼥性性のの割割合合はは増増加加))  
農業委員会等に関する法律及び農業協同組合法においては、農業委員や農協理事等の年

齢や性別に著しい偏りが⽣じないように配慮しなければならないことが規定されています。 
農業委員や農協役員、⼟地改良区(⼟地改良区連合を含む。)理事に占める⼥性の割合に

ついては増加傾向で推移しており、令和4(2022)年度の農業委員に占める⼥性の割合は、5 
前年度に⽐べ0.2ポイント増加し12.6％に、令和5(2023)年度の農協役員に占める⼥性の割
合は前年度に⽐べ1.0ポイント増加し10.6％に、令和4(2022)年度の⼟地改良区等理事に占
める⼥性の割合は前年度に⽐べ0.2ポイント増加し0.8％になりました(図図表表33--22--1177))。 

農林⽔産省では、「⼥性登⽤の意識醸成に向けて〜農協の⼥性員外監事の活躍事例〜」の
公表、「⼟地改良団体における男⼥共同参画事例」の充実化等を通じて、⼥性登⽤の更なる10 
推進に取り組んでいます。 

 

 

 
((⼥⼥性性がが働働ききややすすくく暮暮ららししややすすいい環環境境をを整整備備すするる必必要要))  15 

農村においては、依然として、家事や育児は⼥性の仕事であると認識され、男性に⽐べ
負担が重い傾向が残っています。 

地地域域計計画画のの策策定定にに向向けけたた話話合合いいをを  
主主導導すするる⼥⼥性性農農業業委委員員  

店店舗舗運運営営をを改改善善すするる⼥⼥性性農農協協理理事事  

図表3-2-17 農業委員、農協役員、⼟地改良区等理事に占める⼥性の割合 

資料：農林⽔産省「農業委員への⼥性の参画状況」、「総合農協統計表」、「⼟地改良団体における⼥性理事登⽤状況」を基に作成 
注：1) 農業委員は各年度10⽉1⽇時点、農協役員は各事業年度末時点、⼟地改良区等理事は各年度末時点の数値 

2) 令和5(2023)年度の農協役員は、⼀般社団法⼈全国農業協同組合中央会が調査した数値 
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おり、その認定数は5,841経営体となっています。 
 

 
 
((⼥⼥性性がが継継続続ししてて経経営営参参画画ししてていいるる経経営営体体はは経経営営規規模模がが⼤⼤ききくく経経営営のの多多⾓⾓化化もも進進展展))  5 

⼥性の農業経営への参画動向について⾒ると、⼥性が継続して経営参画している経営体
は、参画していない経営体に⽐べ販売⾦額規模や経営規模が⼤きいほか、経営の多⾓化や
農業後継者の確保が進展していることがうかがわれます(図図表表33--22--1166)。 

⼀⽅で、⼥性が経営参画しなくなった経営体は、経営規模が⼩さいほか、経営の多⾓化
や農業後継者の確保が進展していないことがうかがわれます。 10 

 

 

図表3-2-16 ⼥性の経営参画類型別に⾒た経営体の状況 

資料：農林⽔産政策研究所「激動する⽇本農業・農村構造-2020年農業センサスの総合分析-」(令和5(2023)年12⽉公表） 
注：1) 平成27(2015)年と令和2(2020)年の両年ともに⼥性が経営参画している経営体を「継続」、令和2(2020)年のみ参画を「開始」、平成

27(2015)年のみ参画を「中⽌」、両年とも参画していない経営体を「⾮参画」としている。 
2) 令和2(2020)年の数値 

図表3-2-14 ⼥性の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に
作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値  
2) 令和3(2021)年、4(2022)、5(2023)年の数値は、農業構造

動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
3) 平成22(2010)年及び平成27(2015)年の基幹的農業従事者

数は販売農家の数値 

図表3-2-15 ⼥性の認定農業者数 

資料：農林⽔産省「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」
を基に作成 

注：各年度末時点の数値 
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農林⽔産省では、労働に⾒合った報酬や収益の配分、仕事や家事、育児、介護等の役割
分担、休⽇等について家族で話し合い、明確化する取組である家族経営協定の締結を推進
しています。 

また、農業経営における共同経営者としての⼥性の地位・責任を明確化するため、農業
経営改善計画における共同申請を推進しています。 5 

さらに、農業において⼥性が働きやすい環境整備に向けて、農業法⼈等における男⼥別
トイレ、更⾐室、託児スペース等の確保に対する⽀援を⾏っています。 

 
((地地域域ををリリーードドすするる⼥⼥性性農農業業者者のの育育成成とと農農村村のの意意識識改改⾰⾰がが必必要要))  

令和5(2023)年における⼥性の経営への10 
参画状況を⾒ると、経営主が⼥性の個⼈経
営体は個⼈経営体全体の6.5％、経営主が男
性だが、⼥性が経営⽅針の決定に参画して
いる個⼈経営体の割合は24.1%となってお
り、⼥性が経営に関与する個⼈経営体は全15 
体の30.7%となっています(図図表表33--22--1199)。 

今後の農業の発展、地域経済の活性化の
ためには、⼥性の農業経営への参画を推進
し、地域農業の⽅針策定にも参画する⼥性
リーダーを育成していくことが必要です。20 
あわせて、⼥性活躍の意義について、男性
も含めた地域での意識改⾰を⾏うことによ
り、⼥性農業者の活躍を後押ししていくこ
とが重要です。 

これまで農村を⽀えてきた⼥性農業者が直⾯してきた、⽣活・経営⾯での悩みや解決策25 
といった過去の知⾒や経験を新しい世代に伝えることや、学びの場となるグループを作り、
ネットワーク化することは⼥性農業者の更なる育成に有効と⾔えます。また、⼥性農業者
が持つ視点を活⽤し、消費者や教育機関といった農業者の枠を超えた者とのネットワーク
の形成を進めることも期待されています。 

このように活動の幅を更に広げていくことは、農業・農村に新しい視点をもたらすとと30 
もに、⼥性農業者の農業・農村での存在感の向上にもつながるものと考えられます。 

このため、農林⽔産省は、地域のリーダーとなり得る⼥性農業経営者の育成、⼥性グル
ープの活動⽀援、家族経営協定の締結や地域における育児・農作業のサポート活動等の⼥
性が働きやすい環境づくり、⼥性農業者の活躍事例の普及等の取組を⽀援しています。ま
た、令和5(2023)年10⽉には、⼥性リーダーの育成や農村地域の男性の意識改⾰を促すこ35 
と等を狙いとして、⼥性農業委員の地域での活動等を紹介する動画を公表し、都道府県等
における研修での活⽤を促しました。 

 
((「「農農業業⼥⼥⼦⼦ププロロジジェェククトト」」がが設設⽴⽴1100周周年年をを迎迎ええ、、多多様様なな活活動動をを展展開開))  

「農業⼥⼦プロジェクト」は、社会全体での⼥性農業者の存在感を⾼め、⼥性農業者⾃40 
らの意識改⾰や経営⼒発展を促すとともに、職業としての農業を選択する若⼿⼥性の増加
を図ることを⽬指し、多様な活動を展開しています。 

図表3-2-19 ⼥性の経営⽅針決定への参画状況
（個⼈経営体） 

資料：農林⽔産省「令和5年農業構造動態調査結果」を基に作成 
注：令和5(2023)年2⽉1⽇時点の数値 
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総務省の調査によると、令和3(2021)年
における⼥性の農林漁業従事者の1⽇(週全
体平均)の家事と育児の合計時間は2時間
57分で、男性の26分に⽐べ⻑くなっていま
す(図図表表33--22--1188)。 5 

男性・⼥性が家事、育児、介護等と農業
への従事を分担できるような環境を整備す
ることは、⼥性がより働きやすく、暮らし
やすい農業・農村をつくるために不可⽋で
す。そのためには、家事や育児、介護は⼥10 
性の仕事であるとの意識を改⾰し、⼥性の
活躍に関する周囲の理解を促進する必要が
あります。 

 
 15 

 
 

 
愛媛県伊⽅町

いかたちょう
の農業法⼈である株式会社ニュウズでは、⼥性経営者

のリーダーシップの下、地域の⼥性や若者から選ばれる職場づくりを
推進しています。 

同社は、12.6haの園地で、うんしゅうみかんや清⾒
き よ み

等の作期の異な
る17品種のかんきつを栽培しており、通年出荷のほか、6次産業化や
台湾への輸出等にも取り組み、先進的な経営を展開しています。 

同社は、「本氣
ほ ん き

のみかんで幸せを届ける」ことを経営理念に掲げ、
その実現に向けて「社員満⾜を追求し、将来の夢が語り合える会社」
となるよう、スタッフが成⻑できる組織づくりや各スタッフのライフ
プランに合った働き⽅を可能にする取組を実践しています。 

組織づくりに当たっては、採⽤の⼯夫から始め、繁忙期の勤務実態
を⽰した上で、会社のビジョンに共感を持った⼈材を採⽤していま
す。また、定期的な個⼈⾯談や評価制度の導⼊により、各スタッフの
夢や⽬標を実現するための会社のサポート体制や本⼈のアクション
プランを確認しているほか、スタッフが設定した個⼈⽬標の達成度を
評価して賞与や昇給を決定するなど、スタッフと組織の双⽅の成⻑を
実現しています。 

また、⼥性スタッフのライフスタイルが変化しても仕事を継続でき
るよう、配置転換や勤務形態の変更を柔軟に⾏うほか、個々の作業の
⾒直しにも着⼿し、作業⼯程や収⽀等のデータの把握や業務の「⾒え
る化」を⾏い、業務改善や効率化を推進しています。 

このような経営改⾰の推進により、地域の⼥性や若者から選ばれる
職場として、雇⽤機会が少ない半島地域における雇⽤の創出に寄与し
ています。今後は「愛媛

え ひ め
みかん」の可能性を広げるため、⼥性経営者

としての⽬線も活かしながら、栽培⾯積の更なる拡⼤や⽣産技術の向
上、加⼯品の開発等を推進していくこととしています。 

株株式式会会社社ニニュュウウズズでで  
働働くく⼥⼥性性社社員員  

資料：株式会社ニュウズ 

((事事例例))  地地域域のの⼥⼥性性やや若若者者かからら選選ばばれれるる職職場場づづくくりりをを推推進進((愛愛媛媛県県))  

株株式式会会社社ニニュュウウズズ  
代代表表のの⼟⼟居居裕裕⼦⼦ささんん  

資料：株式会社ニュウズ 

図表3-2-18 男⼥別仕事・家事・育児時間(週全
体平均) 

資料：総務省「令和3年社会⽣活基本調査結果」を基に農林⽔産省作成 
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農林⽔産省では、労働に⾒合った報酬や収益の配分、仕事や家事、育児、介護等の役割
分担、休⽇等について家族で話し合い、明確化する取組である家族経営協定の締結を推進
しています。 

また、農業経営における共同経営者としての⼥性の地位・責任を明確化するため、農業
経営改善計画における共同申請を推進しています。 5 

さらに、農業において⼥性が働きやすい環境整備に向けて、農業法⼈等における男⼥別
トイレ、更⾐室、託児スペース等の確保に対する⽀援を⾏っています。 

 
((地地域域ををリリーードドすするる⼥⼥性性農農業業者者のの育育成成とと農農村村のの意意識識改改⾰⾰がが必必要要))  

令和5(2023)年における⼥性の経営への10 
参画状況を⾒ると、経営主が⼥性の個⼈経
営体は個⼈経営体全体の6.5％、経営主が男
性だが、⼥性が経営⽅針の決定に参画して
いる個⼈経営体の割合は24.1%となってお
り、⼥性が経営に関与する個⼈経営体は全15 
体の30.7%となっています(図図表表33--22--1199)。 

今後の農業の発展、地域経済の活性化の
ためには、⼥性の農業経営への参画を推進
し、地域農業の⽅針策定にも参画する⼥性
リーダーを育成していくことが必要です。20 
あわせて、⼥性活躍の意義について、男性
も含めた地域での意識改⾰を⾏うことによ
り、⼥性農業者の活躍を後押ししていくこ
とが重要です。 

これまで農村を⽀えてきた⼥性農業者が直⾯してきた、⽣活・経営⾯での悩みや解決策25 
といった過去の知⾒や経験を新しい世代に伝えることや、学びの場となるグループを作り、
ネットワーク化することは⼥性農業者の更なる育成に有効と⾔えます。また、⼥性農業者
が持つ視点を活⽤し、消費者や教育機関といった農業者の枠を超えた者とのネットワーク
の形成を進めることも期待されています。 

このように活動の幅を更に広げていくことは、農業・農村に新しい視点をもたらすとと30 
もに、⼥性農業者の農業・農村での存在感の向上にもつながるものと考えられます。 

このため、農林⽔産省は、地域のリーダーとなり得る⼥性農業経営者の育成、⼥性グル
ープの活動⽀援、家族経営協定の締結や地域における育児・農作業のサポート活動等の⼥
性が働きやすい環境づくり、⼥性農業者の活躍事例の普及等の取組を⽀援しています。ま
た、令和5(2023)年10⽉には、⼥性リーダーの育成や農村地域の男性の意識改⾰を促すこ35 
と等を狙いとして、⼥性農業委員の地域での活動等を紹介する動画を公表し、都道府県等
における研修での活⽤を促しました。 

 
((「「農農業業⼥⼥⼦⼦ププロロジジェェククトト」」がが設設⽴⽴1100周周年年をを迎迎ええ、、多多様様なな活活動動をを展展開開))  

「農業⼥⼦プロジェクト」は、社会全体での⼥性農業者の存在感を⾼め、⼥性農業者⾃40 
らの意識改⾰や経営⼒発展を促すとともに、職業としての農業を選択する若⼿⼥性の増加
を図ることを⽬指し、多様な活動を展開しています。 

図表3-2-19 ⼥性の経営⽅針決定への参画状況
（個⼈経営体） 

資料：農林⽔産省「令和5年農業構造動態調査結果」を基に作成 
注：令和5(2023)年2⽉1⽇時点の数値 

93.5%

6.5%
5.3%

18.8%

2.7%
66.6%

経経営営主主
がが⼥⼥性性

経経営営主主
がが男男性性

経営主以外
の経営⽅針
決定参画者
なし

男⼥の経営⽅針
決定参画者あり

⼥性の経営⽅針決
定参画者のみあり

男性の経営⽅針決
定参画者のみあり

⼥性が経営⽅
針に関わって
いる経営体

3300..77％％

個⼈経営体
88万9千経営体

(100％)

 

総務省の調査によると、令和3(2021)年
における⼥性の農林漁業従事者の1⽇(週全
体平均)の家事と育児の合計時間は2時間
57分で、男性の26分に⽐べ⻑くなっていま
す(図図表表33--22--1188)。 5 

男性・⼥性が家事、育児、介護等と農業
への従事を分担できるような環境を整備す
ることは、⼥性がより働きやすく、暮らし
やすい農業・農村をつくるために不可⽋で
す。そのためには、家事や育児、介護は⼥10 
性の仕事であるとの意識を改⾰し、⼥性の
活躍に関する周囲の理解を促進する必要が
あります。 
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愛媛県伊⽅町

いかたちょう
の農業法⼈である株式会社ニュウズでは、⼥性経営者

のリーダーシップの下、地域の⼥性や若者から選ばれる職場づくりを
推進しています。 

同社は、12.6haの園地で、うんしゅうみかんや清⾒
き よ み

等の作期の異な
る17品種のかんきつを栽培しており、通年出荷のほか、6次産業化や
台湾への輸出等にも取り組み、先進的な経営を展開しています。 

同社は、「本氣
ほ ん き

のみかんで幸せを届ける」ことを経営理念に掲げ、
その実現に向けて「社員満⾜を追求し、将来の夢が語り合える会社」
となるよう、スタッフが成⻑できる組織づくりや各スタッフのライフ
プランに合った働き⽅を可能にする取組を実践しています。 

組織づくりに当たっては、採⽤の⼯夫から始め、繁忙期の勤務実態
を⽰した上で、会社のビジョンに共感を持った⼈材を採⽤していま
す。また、定期的な個⼈⾯談や評価制度の導⼊により、各スタッフの
夢や⽬標を実現するための会社のサポート体制や本⼈のアクション
プランを確認しているほか、スタッフが設定した個⼈⽬標の達成度を
評価して賞与や昇給を決定するなど、スタッフと組織の双⽅の成⻑を
実現しています。 

また、⼥性スタッフのライフスタイルが変化しても仕事を継続でき
るよう、配置転換や勤務形態の変更を柔軟に⾏うほか、個々の作業の
⾒直しにも着⼿し、作業⼯程や収⽀等のデータの把握や業務の「⾒え
る化」を⾏い、業務改善や効率化を推進しています。 

このような経営改⾰の推進により、地域の⼥性や若者から選ばれる
職場として、雇⽤機会が少ない半島地域における雇⽤の創出に寄与し
ています。今後は「愛媛

え ひ め
みかん」の可能性を広げるため、⼥性経営者

としての⽬線も活かしながら、栽培⾯積の更なる拡⼤や⽣産技術の向
上、加⼯品の開発等を推進していくこととしています。 

株株式式会会社社ニニュュウウズズでで  
働働くく⼥⼥性性社社員員  

資料：株式会社ニュウズ 

((事事例例))  地地域域のの⼥⼥性性やや若若者者かからら選選ばばれれるる職職場場づづくくりりをを推推進進((愛愛媛媛県県))  

株株式式会会社社ニニュュウウズズ  
代代表表のの⼟⼟居居裕裕⼦⼦ささんん  

資料：株式会社ニュウズ 

図表3-2-18 男⼥別仕事・家事・育児時間(週全
体平均) 

資料：総務省「令和3年社会⽣活基本調査結果」を基に農林⽔産省作成 
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平成25(2013)年に設⽴された同プロジェクトは、令和5(2023)年に設⽴10周年を迎えま
した。設⽴当時37⼈だったメンバーは1千⼈を超え、地域・世代を超えた全国レベルでの
⼥性ネットワークに成⻑しました。参画企業や教育機関も徐々に拡⼤し、メンバーとの協
同による商品・サービスの開発や未来の農業⼥⼦を育む活動といった多彩な取組が実施さ
れています。 5 

また、農業⼥⼦プロジェクト10周年記念として、⼥性が活躍する姿をさらに知ってもら
うため、同年11⽉に、⼀般消費者とメンバーとの交流イベントを開催するとともに、特設
Webサイト「わたしたちの未来への種まき」を開設し、⼥性農業者に出会える全国各地の
イベントや⼥性農業者の未来への想いを紹介する動画を公開しました。 
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農農業業⼥⼥⼦⼦ププロロジジェェククトト  
URL：https://www.maff.go.jp/j/keiei/jyosei/noujopj.html 農農業業⼥⼥⼦⼦ププロロジジェェククトト1100年年間間のの  

活活動動かからら⽣⽣ままれれたた成成果果品品のの例例  
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